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1. はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震を契機に，南海トラフで発生する東海・東南海・南海の三連動

地震(以下，三連動地震)に対する被害想定や対策検討の必要性が指摘されている 1)．想定される断層規模が非常に大

きなことから，強い揺れが長時間継続することが予測されるため，広域

かつ甚大な被害が発生する恐れがある．特に，地盤の液状化被害は，地

震動の最大振幅と地震動継続時間が大きく影響することが知られてお

り，三連動地震による液状化被害を的確に予測するためには，長く続く

地震動の影響を十分に考慮する必要がある．八代ら 2)は，道路橋示方書
3)の簡易液状化判定法において，東海，東南海地震の地震動継続時間を

考慮した地盤せん断強度の補正係数を算出した．これと同様に本研究で

は，三連動地震を対象に補正係数を検討した． 
2. 地震動継続時間を考慮した補正係数の算出 2) 

 三連動地震の継続時間の影響について，道路橋示方書 3)に基づき，累

積損傷度理論による地震動の繰り返し特性による補正係数を求める．累

積損傷度理論とは，金属疲労の分野で提案された計算手法であり，地震

動波形の不規則性を考慮した液状化問題に適用されている 4),5)．この手

法は，図 1 に示すように，地震動の加速度波形をゼロクロッシングでは

さまれた半パルスに分解し，正弦波による砂質土の非排水繰り返しせん

断強度試験から得られる液状化強度(動的せん断強度比と繰り返し回数

の関係)から，1 つのパルス Riの応力比に対応する繰り返し回数 Niを求

め，次式に示すように，累積損傷度 1D の時に液状化と判定される． 
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ここに，nはパルス数である． 
 道路橋示方書で定められている，地震動の繰り返し特性による補正係

数 Cwは，ある 1 つの地震動波形より，D=1.0 となる最大せん断応力比

Rmaxと，正弦波 20 回での液状化強度比 R20を用いて，次式より算定で

きる．なお，本研究で解析に用いた液状化強度曲線は，図 2 に示す豊浦

標準砂の繰り返しせん断試験結果を，八代ら 2)が双曲線型の関数でモデ

ル化したものを用いた． 
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3. 地震動特性による補正係数の比較 

 三連動地震は，中央防災会議 7)，地震調査研究推進本部 8)を参考に設定した

断層モデル 9)を用いて，図 3 の 2 ケースを想定した地震動を算定した．算定に

は地震動予測法 EMPR10)，地盤震動解析法 FDEL11)を使用し，着目地点の地盤

データはメッシュ地盤データベース 12)を用いた．比較のため，東海地震単独の

場合と，東北地方太平洋沖地震で震度 7 が観測された K-NET13)築館 (MYG004)，
周辺で広域的な液状化被害が報告された K-NET 浦安 (CHB008)の波形記録こ

使用した．図 4(a)に，三連動地震のシミュレーション波形(岐阜市)と前述の観

測波形を示す．同図(a)より，三連動地震が比較的振幅の大きな地震動が 2 分以

上継続していることが確認できる．一方，同図(b),(c)の K-NET 築館，浦安につ

いても，地震動が長く継続していることが確認できると共に，K-NET 築館で

は，内陸直下型地震のような，衝撃的な加速度振幅である特徴も見られる． 
 図 5(a),(b)に，三連動地震の地震動予測結果より求めた補正係数 Cwを示す．

図に示すように，地震動予測は東海地域の 8 地点を対象とした．繰り返し回数，

すなわち地震動継続時間の影響により，道路橋示方書のタイプⅠ地震動

(Cw=1.0)より小さい値を示している．図 5(a),(b)より，三連動地震の液状化危険

図 1 累積損傷度理論の概要 6)

図 2 豊浦標準砂の液状化強度曲線 6) 

Case2：南海地震西端から 

東方へ断層破壊が進行 

図 3 三連動地震の断層モデル 

case1：東南海地震西端から 

東西に断層破壊が進行 



度判定に用いる補正係数 Cwは，八代ら 2)の考えと同様に，通常のゆるい砂地盤に相当する， 4.01.0  LR の範囲の

平均値を求めると，Cw=0.855 となる．東海地震，東南海地震を対象とした補正係数(Cw=0.9)2)よりもさらに小さくな

ることから，地震動継続時間の影響により，三連動地震の方が，東海地震や東南海地震よりも液状化被害の危険性

が高いと言える． 
 図 5(c)に，三連動地震，東海地震の平均と，図 4(b),(c)に前述した K-NET 築館(MYG004)，浦安(CHB008)の観測記

録より求めた Cwを示す．振幅の時間変動が急激な MYG004(NS 成分)では， 1 より大きな傾向が見られる．反対に，

振幅の時間変動が緩やかな CHB008(NS 成分)はタイプⅠ地震動よりも小さい．さらに，CHB008(NS 成分)は，三連動

地震の平均と同程度である．図 4(a)に示した三連動地震の地震動波形では，長い継続時間に加えて，複数地震の連動

による振幅の時間変動が見られることから，Cwに加えて，振幅の時間変動の影響も考慮する余地があると思われる． 
4. おわりに 

 本研究では，長い地震動継続時間が予想される三連動地震の液状化危険度判定を目的に，シミュレーション波形

を用いて継続時間の影響を考慮した補正係数 Cwの検討を行った．その結果，道路橋示方書で定められている Cw(=1.0)
よりも低い値を設定した判定が必要であることが示された． 
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 (a)三連動地震(岐阜市地点)         (b)K-NET 築館             (c)K-NET 浦安       

図 4 地震動波形の比較 

(a)三連動地震(case1)         (b)三連動地震(case2)      (c)三連動地震，東海地震， 

東北地方太平洋沖地震の比較 

図 5 地震動の繰り返し特性の影響を考慮した補正係数の比較 
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